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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 67,005 △3.1 546 102.6 789 15.2 260 △49.5
22年3月期第2四半期 69,115 2.5 270 351.7 685 56.3 514 122.4

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 22.67 ―
22年3月期第2四半期 46.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 41,688 13,322 32.0 1,212.00
22年3月期 40,446 13,254 32.8 1,205.76

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  13,322百万円 22年3月期  13,254百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00
23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 8.00 8.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 132,000 0.0 480 7.4 1,000 2.8 480 35.0 43.36



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  有  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

  

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務
諸表に対する四半期レビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が発表日現在において、入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際
の業績は、今後様々な原因により異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、【添付資料】３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P４「その他の情報」をご覧ください。）

新規 1社 （社名 株式会社 ｅ－ＮＯＶＡＴＩＶＥ ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変
更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 12,309,244株 22年3月期  12,309,244株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  1,317,105株 22年3月期  1,316,286株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 10,992,677株 22年3月期2Q 11,143,248株
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、円高等の影響により輸出産業の不振、株価の低迷、消費

市場のデフレ化等、景気は依然として足踏み状態が続いております。 

また、当社グループが属する流通業界におきましても、依然として厳しい競争環境下におかれております。 

このような状況のもと、当期も引き続き以下の５つの施策を柱として、高収益体質への改善を図ってまいりま

した。 

①キャッシュ・フロー経営の徹底 

「キャッシュ・フロー経営」を徹底することにより財務体質の強化を図り、企業価値を高めるとともに株主

価値を最大化させてまいりました。 

 

②生産性の向上やコスト改善による収益構造の改革 

全業務プロセスを見直し、生産性の向上やコスト改善により、収益性の高い企業体質への改善を進めてまい

りました。 

 

③専売品を軸としたマーチャンダイジング機能の強化 

高粗利益商品である専売品を軸としたマーチャンダイジング機能を強化してまいりました。 

 

④人材育成の強化 

当社の人材育成プログラムである『ＣＢＣアカデミー』を継続し、論理思考やプレゼンテーションスキル、

マーケティング知識、財務知識、マネージメント能力開発など、一般社員の知識能力のレベルアップと経営幹

部候補の育成を行ってまいりました。 

 

⑤地域卸事業(地域卸様との共同による地域密着小売店様への商品供給の充実と効率化)の強化 

効率的・効果的なサプライチェーンの全体最適の仕組みを研究し、地域卸売業者との取り組み強化を推進し

てまいりました。 

 

子会社７社を含めた当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は670億５百万円（前年同期比3.1％減）と

なりました。当第１四半期に引き続き専売品や付加価値の高い商品を軸にしたことにより売上総利益は96億７

千９百万円（前年同期比1.7％増）売上総利益率は、前年同期比で0.7%向上し14.4%となりました。生産性の向

上やコスト改善により、販売費及び一般管理費は91億３千３百万円 (前年同期比1.3％減）となりました。 

 

以上の結果、営業利益は５億４千６百万円(前年同期比102.6％増）、経常利益は７億８千９百万円（前年同

期比15.2％増）、当期より資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額１億６千１百万円を計上したことにより、

四半期純利益は２億６千万円（前年同期比49.5％減）となりました。 

 

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

①日用品雑貨事業におきましては、売上高は660億２千６百万円、営業利益は４億５千万円となりました。 

②物流受託事業におきましては、売上高は８億７千５百万円、営業利益は９千１百万円となりました。 

③不動産賃貸事業におきましては、売上高は１億３百万円、営業利益は３千８百万円となりました。 
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(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末比13億１千８百万円増加の282億８百万円となりました。これは主として、

受取手形及び売掛金が９億８千１百万円、商品及び製品が６億１千８百万円増加し、「その他」に含まれて

いる前渡金が５億５千９百万円減少したことによるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末比７千６百万円減少の134億８千万円となりました。これは主として、「資

産除去債務に関する会計基準」の適用により建物及び構築物が２億１千６百万円増加し、投資有価証券が１

億４千６百万円減少したことによるものであります。 

 
以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の総資産合計は、前連結会計年度末比12億４千１百万円増加の

416億８千８百万円となりました。 

 

（負債） 

負債合計は、前連結会計年度末比11億７千３百万円増加の283億６千５百万円となりました。これは主とし

て、短期借入金が16億３千８百万円、資産除去債務が４億４千１百万円増加し、１年内償還予定の社債５億

円を償還したことによるものであります。 

 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末比６千７百万円増加の133億２千２百万円となりました。これは主として、

利益剰余金が１億７千２百万円増加し、その他有価証券評価差額金が１億４百万円減少したことによるもの

であります。 

 
 

(キャッシュ・フローの状況) 

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物残高（以下、「資金」という。）は、10億７千

２百万円（前年同期比２億９千８百万円増加）となりました。 

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、７億５千２百万円（前年同期比16億７百万円増加）となりました。これ

は主として、税金等調整前四半期純利益が６億１千３百万円、売上債権の増加９億８千１百万円、たな卸資

産の増加５億３千７百万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、８千６百万円（前年同期比３億４千万円減少）となりました。これは主

として、有形固定資産の取得に４千４百万円、投資有価証券の取得に３千４百万円等を支出したことによる

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により調達した資金は、10億１千３百万円（前年同期比17億１千５百万円増加）となりました。

これは主として、短期借入金が16億３千８百万円、社債の償還を５億円、配当金の支払に８千７百万円支出

したこと等によるものであります。 

 
 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間の業績は予想を上回って好調に推移しており、平成22年11月２日に

業績予想の修正を発表いたしました。なお、通期の業績予想につきましては、国内の景気動向が

依然として不透明であるため、現時点での変更は行いません。今後の業績推移に応じて、修正の

必要が生じた場合には速やかに公表いたします。 
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２．その他の情報 

(1) 重要な子会社の異動の概要 

平成22年４月１日を効力発生日として、旧アルボ株式会社が旧株式会社五色屋を吸収合併し、株式会社カルタ

スに商号変更をいたしました。また、旧株式会社システムトラストを会社分割し、家庭紙製品卸売事業を株式会

社カルタスに継承することといたしました。また、平成22年８月12日開催の取締役会において、新たに株式会社

e-ＮＯＶＡＴＩＶＥを設立いたしました。 

 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期連結累計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

当第２四半期連結累計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸高を省略し、前連結会計年度末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。 

③ 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

④ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収の可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に著しい経営環境の変化が生じて

いない事、かつ、一時差異の発生状況に著しい変化が無いと認められるので、前連結会計年度末の検討にお

いて使用した将来の業績予想を利用する方法によっております。 

⑤ 税金費用の計算方法 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。なお、法人税等調整額は法人税等に

含めて表示しております。 

 

 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会

計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ１千４百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は１億

７千５百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、４億４千

１百万円であります。 

 

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。 
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,072 897

受取手形及び売掛金 16,531 15,550

商品及び製品 7,412 6,793

仕掛品 56 37

原材料及び貯蔵品 28 129

その他 3,140 3,515

貸倒引当金 △33 △34

流動資産合計 28,208 26,889

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,169 3,953

土地 5,094 5,082

その他（純額） 376 417

有形固定資産合計 9,639 9,453

無形固定資産   

のれん 68 91

その他 292 322

無形固定資産合計 361 413

投資その他の資産   

投資有価証券 1,424 1,570

その他 2,233 2,304

貸倒引当金 △178 △185

投資その他の資産合計 3,478 3,689

固定資産合計 13,480 13,556

繰延資産 － 1

資産合計 41,688 40,446
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,601 11,885

短期借入金 11,843 10,205

未払法人税等 401 257

賞与引当金 326 381

返品調整引当金 102 50

その他 1,898 2,475

流動負債合計 26,173 25,255

固定負債   

退職給付引当金 185 193

役員退職慰労引当金 411 409

資産除去債務 441 －

その他 1,153 1,334

固定負債合計 2,191 1,936

負債合計 28,365 27,191

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,608 1,608

資本剰余金 1,321 1,321

利益剰余金 10,666 10,493

自己株式 △333 △332

株主資本合計 13,262 13,090

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 60 164

評価・換算差額等合計 60 164

純資産合計 13,322 13,254

負債純資産合計 41,688 40,446
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 69,115 67,005

売上原価 59,594 57,325

売上総利益 9,521 9,679

販売費及び一般管理費 9,251 9,133

営業利益 270 546

営業外収益   

受取利息 12 10

受取配当金 16 19

仕入割引 275 252

為替差益 117 －

その他 160 74

営業外収益合計 581 357

営業外費用   

支払利息 84 55

売上割引 57 51

その他 23 7

営業外費用合計 166 114

経常利益 685 789

特別利益   

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 30 2

その他 0 －

特別利益合計 31 2

特別損失   

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 3 0

ゴルフ会員権評価損 1 2

リース解約損 13 －

事業再編損 39 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 161

その他 12 14

特別損失合計 70 178

税金等調整前四半期純利益 646 613

法人税等 131 353

少数株主損益調整前四半期純利益 － 260

少数株主利益 － －

四半期純利益 514 260
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 33,882 33,252

売上原価 29,347 28,493

売上総利益 4,534 4,758

販売費及び一般管理費 4,673 4,576

営業利益又は営業損失（△） △138 182

営業外収益   

受取利息 8 7

受取配当金 3 3

仕入割引 133 124

為替差益 68 －

その他 97 47

営業外収益合計 311 183

営業外費用   

支払利息 38 27

売上割引 27 25

その他 11 5

営業外費用合計 78 58

経常利益 95 307

特別利益   

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 3 2

その他 0 －

特別利益合計 3 2

特別損失   

固定資産除却損 1 0

ゴルフ会員権評価損 1 2

事業再編損 23 －

その他 7 11

特別損失合計 33 13

税金等調整前四半期純利益 65 296

法人税等 40 159

少数株主損益調整前四半期純利益 － 136

少数株主利益 － －

四半期純利益 24 136
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 646 613

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 161

減価償却費 208 218

のれん償却額 22 22

負ののれん償却額 △50 △50

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △0

有形固定資産除却損 3 0

無形固定資産除却損 － 0

ゴルフ会員権評価損 1 2

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 △7

賞与引当金の増減額（△は減少） △52 △55

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2 △7

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 2

返品調整引当金の増減額（△は減少） 6 51

受取利息及び受取配当金 △29 △30

支払利息 84 55

売上債権の増減額（△は増加） △674 △981

破産更生債権等の増減額（△は増加） － 8

たな卸資産の増減額（△は増加） △661 △537

仕入債務の増減額（△は減少） 612 △283

その他 78 336

小計 191 △480

利息及び配当金の受取額 33 33

利息の支払額 △84 △56

法人税等の支払額 △51 △248

法人税等の還付額 765 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 854 △752

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △288 △44

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △36 △26

投資有価証券の取得による支出 △26 △34

その他 △76 18

投資活動によるキャッシュ・フロー △426 △86

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の償還による支出 － △500

短期借入金の純増減額（△は減少） △500 1,638

長期借入金の返済による支出 △31 △10

配当金の支払額 △90 △87

自己株式の取得による支出 △53 △0

リース債務の返済による支出 △26 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー △701 1,013

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △273 175

現金及び現金同等物の期首残高 1,046 897

現金及び現金同等物の四半期末残高 773 1,072
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(5) セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 

 
日用品 
雑貨事業 

(百万円) 

物流受託事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上
高 

68,526 588 69,115 － 69,115

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － －

計 68,526 588 69,115 － 69,115

営業利益(又は営業損失) 288 78 367 △97 270

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1)日用雑貨事業…………石鹸・洗剤、化粧品、医療衛生用品、介護用品・紙・生理用品、歯磨・ 

            歯刷子、雑貨品の卸売等 

    (2)物流受託事業…………倉庫内業務受託等 

 

 

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

在外子会社及び重要な在外支店がないために、記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

海外売上高がないために、該当事項はありません。 
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【セグメント情報】 

(追加情報) 

 第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日)を適用しております。 

１.報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっているものであります。 

当社は事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「日用品雑貨事業」、「物流受託事業」及び

「不動産賃貸事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「日用品雑貨事業」は、日用品、雑貨品の卸売等をしております。「物流受託事業」は、倉庫内業務及び配送

受託等をしております。「不動産賃貸事業」は、事務所、倉庫及び駐車場の賃貸をしております。 

 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 
 

日用品雑貨事業 物流受託事業 不動産賃貸事業 計 

調整額 
(注)１ 

四半期連結損
益計算書計上

額 
（注）２ 

売上高   

  外部顧客への売上高 66,026 875 103 67,005 － 67,005

  セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － －

計 66,026 875 103 67,005 － 67,005

セグメント利益又は損失
（△） 

450 91 38 580 △33 546

(注) １  調整額は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セグメントに帰属しない一般管理費

です。 

２  セグメント利益は、四半期連結計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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